
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）１　人件費とは、一般職に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当のほか、
　　　　　共済費などを含む経費の合計です。
      ２　普通会計とは、一般会計に特別会計のうち学校給食センター事業を合わせたものです。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の普通会計に係る人数です。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員
　　　　  を含んでいません。

(3) 特記事項
（給与減額の状況）

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日まで

（給料）特別職等･･･平成17年4月1日から市長86,000円、副市長50,400円、教育長33,500円を減額し、上記期間に

　　　　ついては市長が20%(172,000円)、副市長が12%(86,400円)、教育長が10%(67,000円)を減額しています。

　　　　一般職･･･上記期間について、給料月額の2.77%から7.77%の間で減額しています。

　　　※平成25年4月1日時点のラスパイレス指数は106.7（参考値98.6）、7月1日時点では101.1です。

（手当）管理職手当について、平成19年4月1日から平成26年3月31日までの間、20％削減しています。

(4) ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値です。

505 1,870,434 296,670 659,158 2,826,262 5,597

　　　　　千円 千円千円 千円

　　計　　Ｂ給　 料

千円

一人当たり

給与費 B/A

5,935

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

２４年度
人 千円

職員手当　　　　　　Ａ

区　　分

21.4

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円
２４年度

人　

74,623 19,341,822

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

別紙３

区　　分

八街市の給与・定員管理等について

人 件 費実 質 収 支

２３年度の人件費率

人 件 費 率

Ｂ／Ａ

603,029 4,142,540

（参考）類似団体平均

歳 出 額

　　　　　　Ａ
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　　　　　（２４年度末）
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　　　　　　Ｂ
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　　　　　　　　　　　％

21.4

　　　　　　％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　　　A一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　B技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　　 
　　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除　　

　　　　　いたもの）で算出しています。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・

　　　　　臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。

      ４　清掃職員については、個人情報保護のため、給与情報等を公表しません。　　　　　 

（2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

(注)　　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

（注）　　経験年数とは、学校卒業後すぐに採用され、引き続いて勤務している場合には、採用後の年数をいい、採用前職歴　　

　　　　　採用前職歴などがある場合は、その期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。

一般行政職
大　学　卒

技能労務職

円

八　街　市

178,800

区　　　　　分

う ち 清 掃 職 員

一般行政職

49.3

う ち 用 務 員

333,628 362,461

平均給料月額

235,480

261,269

387,879

144,500

137,200

144,500

172,200

高　校　卒

-

381,759

51.9

429,810

―

総合職172,557(181,200)

一般職163,987(172,200)

平均給与月額

48.0

千葉県

270,352

区　　　　分

技能労務職
高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

141,900

48.6 245,886

242,262う ち 学 校 給 食 員

八街市

千　葉　県

円

中　学　卒

42.8

国 43.1

339,336

325,045類似団体

―

252,500

-

国

133,418(140,100)

区　　分 平 均 年 齢

高　校　卒

高　校　卒

381,50751.8

336,134

平均給与月額

376,257(405,463)

359,832

平 均 年 齢 平均給料月額

43.7

43.1

307,220(332,446)

388,435

平均給与月額

（国比較ベース）

区　　分

八街市

千葉県

245,900

-

平均給与月額

（国比較ベース）

262,845

257,523

-

309,534(325,400)

350,999類似団体 315,491

361,276

国

326,514

272,119(286,850)49.9

125,400 129,200

経験年数３０年

該当なし248,175 355,040 377,350

該当なし

該当なし

経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年

該当なし

該当なし

390,650300,625

該当なし

該当なし

該当なし205,750

該当なし

該当なし
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２５年４月１日現在）

（注）１　八街市一般職の給与等に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１８年に９級制から８級制に変更しています。（旧給料表の３級、４級を統合）　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

１：勤務成績の評定の実施状況

　地方公務員法第４０条に基づき、１年間の勤務状況等を５段階で評定しています。

２：昇給への勤務成績の反映状況

　昇給については、昇給日前１年間、良好な勤務成績だった職員を４号給（給料表７級以上の者は３号給、また５５歳以上の者は

２号給に抑制）昇給とし、特に勤務成績が良好であった職員は６号給以上、良好であると認められなかった職員については、

３号給以下としています。

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

46

主幹、副主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

課長
　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

14

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

３　　級

１　　級

職員数

副主査、主任主事

区　　分

４　　級

５　　級

６　　級

主査補
　　　　　　　　人

7.6

　　　　　　　　％

4.1

92 26.9

13.5

27

構成比

　　　　　　　　人

26

主事補

標準的な職務内容

２　　級
　　　　　　　　人

７　　級
　　　　　　　　人

87

主査

主事

　　　　　　　　％

25.4

1号給の
給料月額

円

部長
10

８　　級
2.9

7.9

11.740 320,600

円

135,600

円

178,800

円

222,900

円

366,200

円

413,000

最高号給の
給料月額

円

243,700

円

295,800

円

354,700

489,100

円

500,600

円

388,300

円

400,600

円

443,400

円

261,900

円

289,200

円

１級

4.1%

１級

6.2%
１級

2.3%

２級

7.6%

２級

5.0% ２級

6.9%

３級

26.9%

３級

31.7%

３級

46.4%

４級

25.4%

４級

20.5%

４級

11.0%

５級

13.5%
５級

12.9%

５級

9.8%

６級

11.7%
６級

11.7%

６級

12.7%

７級

8.9%

７級

13.8%

７級

13.0%

８級

2.3%

８級

9.5%

８級

9.7%

0%
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90%
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平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

１級

4.1%

１級

6.2%
１級

2.3%

２級

7.6%

２級

5.0% ２級

6.9%

３級

26.9%

３級

31.7%

３級

46.4%

４級

25.4%

４級

20.5%

４級

11.0%

５級

13.5%
５級

12.9%

５級

9.8%

６級

11.7%
６級

11.7%
６級

12.7%

７級, 7.9% ７級, 8.2% ７級, 8.6%
８級, 2.9% ８級, 2.9% ８級, 2.3%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　５％～１５％ 　・役職加算　　　５％～２０％ 　・役職加算　　　５％～２０％

　・管理監督加算　１５％・２５％ 　・管理職加算　１０％～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　無　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当

平成１７年度より特殊勤務手当は、すべて廃止しました。

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

56.86

46.55

八　　　　　　　　　　　街　　　　　　　　　　　市

28.7875

勧奨・定年

38.955

55.86

23.03

32.83

国

55.86

55.86

38.95532.83

28.7875

55.86

3

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

支給対象職員数

支給実績（平成２４年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

86,803

161

109,928

支給率

1,637

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

3

204

1,327

55.86

46.55

23.03

1.45

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

62,107

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

2.601.352.60

1.45 0.65

1.35

0.65

2.60

1.45

八街市全域

支給対象地域

540

八　　　　　街　　　　　市 千　　　　　葉　　　　　県 国

6,327

115,013

24,349

1.35

国の制度（支給率）

―１人当たり平均支給額（平成２４年度）

0.65
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（6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

平均支給年額
国の制度

（平成２４年度決算）

・管理監督の地位にある
職員に対し給料月額の１
００分の１８を超えない範
囲内で規則で定める額を
支給する

－千円

（２４年度決算）

千円

千円

・管理監督の地位にある
職員が臨時又は緊急の
必要により、週休日、休
日又は年末年始の休日
等に勤務した場合、１２，
０００円を限度に支給する

同じ

同じ

73,305

支給職員１人当たり

同じ

一部異なる

同じ 千円

千円

千円

－休日勤務手当

・午後１０時～翌午前５時
までの間を正規の勤務時
間として勤務した場合、
勤務１時間当たりの給与
額の１００分の２５をその
間の勤務時間に対し支
給する

・勤務１回につき４，２００円

管理職手当

－

4,200

－

異なる内容

・電車、バスを利用する
場合　定期代等５５，０００
円を上限に支給
・乗用車などを利用する
場合　使用距離等に応じ
て２，０００円から２４，５００
円を支給

手　当　名

通勤手当

・借家の場合（家賃が１
２，０００円を超える場合
に限る）　　　額に応じて２
７，０００円を限度に支給

国の制度と
内容及び支給単価

支給実績

同じ 15,356

同じ

扶養手当

・配偶者　　１３，０００円
・配偶者以外の扶養親族
１人６，５００円
１６歳から２２歳までの子
１人５，０００円加算

住居手当

－

33,207

－

との異同

45,908

階級別の
単価が異な
る

218,609

279,195

千円

千円28,727

宿日直手当

夜間勤務手当

・休日及び年末年始の休
日等に勤務した場合、勤
務１時間当たりの給与額
の１００分の１２５から１５０
の間での範囲で支給する

管理職員特別勤務
手当

531,988

1,008
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５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職月数×給料月額×（35/100） 円

在職月数×給料月額×（25/100） 円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
　　 　また減額措置後の給与については、平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日までの間は、市長688,000円、
　　　 副市長633,600円となっています。

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

（注）　職員数に教育長は含んでいません。

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　A 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

 (注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費20,980千円を含みません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２４年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

○一般職の管理職手当について、平成１９年４月１日から平成２６年３月３１日までの間、２０％削減しています。

B 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 C 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～１５％ ・役職加算　　５％～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ）

める職員給与費比率Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

千円

6,25812 48,470 6,338 17,729 72,537 6,045

千円

6.98

千円 　　　　　千円

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 一人当たり

　　計　　Ｂ職員手当

　　　　千円 千円　

（参考）市町村平均

998,241 △ 14,486 72,537 7.27

千円　 ％ ％

２４年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

基本給

団 体 平 均

職員数

千円

　　　　　　Ａ 給　 料

総費用 純損益又は実

職員給与費比率　質収支 ２３年度の総費用に占

総費用に占める

55.86

28.787523.03

46.55

１人当たり平均支給額（２４年度） １人当たり平均支給額（２４年度）

八街市水道事業 八街市（一般行政職）

55.86 55.86

平均月収額平　均　年　齢

1.45

1,327

Ａ  

人

八街市水道事業

353,532

378,500

八街市（一般行政職）

　　　　　　区　　分

560,608

2.60

1.45

520,694

0.65

45.2

区　　分

1.35

２４年度

32.83

1,477

八 街 市 45.6

2.60 1.35

38.955

0.65

55.86

55.86 55.86

28.7875

38.955

46.55

23.03

32.83

千円
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ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当

平成１７年度より特殊勤務手当は、全て廃止しました。

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

557 千円

－夜間勤務手当

・午後１０時～翌午前５時
までの間を正規の勤務時
間として勤務した場合、
勤務１時間当たりの給与
額の１００分の２５をその
間の勤務時間に対し支
給する

管理職手当

・管理監督の地位にある
職員に対し給料月額の１
００分の１８を超えない範
囲内で規則で定める額を
支給する

－ 千円

79,150

千円

556,800

休日勤務手当

・休日及び年末年始の休
日等に勤務した場合、勤
務１時間当たりの給与額
の１００分の１２５から１５０
の間での範囲で支給する

同じ － 千円 －

通勤手当

・電車、バスを利用する
場合　定期代等５５，０００
円を上限に支給
・乗用車などを利用する
場合　使用距離等に応じ
て２，０００円から２４，５００
円を支給

同じ 950 千円

（２４年度決算）

住居手当

・借家の場合（家賃が１
２，０００円を超える場合
に限る）　　　額に応じて２
７，０００円を限度に支給

同じ 216 216,000

平均支給年額

161,389扶養手当

・配偶者　　１３，０００円
・配偶者以外の扶養親族
１人６，５００円
１６歳から２２歳までの子
１人５，０００円加算

同じ

なる内容

1,453

支給実績（平成２４年度決算）

異同
手　当　名 内容及び支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 1,654

3

支給対象職員数

・管理監督の地位にある
職員が臨時又は緊急の
必要により、週休日、休
日又は年末年始の休日
等に勤務した場合、１２，
０００円を限度に支給する

同じ －

の制度との の制度と異

138

1,499

（平成２４年度決算）

千円

同じ

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

－

八街市全域 3 11

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

管理職員特別勤務
手当

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

支給対象地域 支給率

125

一般行政職の制度（支給率）

支給実績一般行政職 支給職員１人当たり一般行政職

1,514

126,173
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